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研究要旨 
 本研究は、安全衛生に配慮したテレワークを社会で推進することを目的に、3 つの課題を設定して
いる。本研究班では、3 つ目の課題にあたる「安全衛生に配慮したテレワークの具体的介入策の検討
と好事例の収集」の身体活動促進に着目した検討を進めている。具体的な研究成果は下記の通りであ
る。 
研究Ⅰ．テレワーカーにおける身体活動の促進要因：フォーカスグループインタビュー 
関東圏 2 社で週 1 回以上在宅勤務する 30-59 歳の労働者 12 人（男性 9 人、48.7±1.9 歳）を対象と
し、2023 年 6 月にフォーカスグループインタビューを実施した。テレワーク労働時の 1）作業環境及
び身体活動の現状、2）身体活動の促進要因について聴取し、質的データ分析法を用い、1）は社会生
態学的モデル、2）は COM-B モデルに基づき分類した。その結果、テレワーク労働者における身体活
動の促進要因として、テレワーク時の個々の作業環境、作業姿勢、生活リズム、同僚や上司とのコミ
ュニケーション、職場の方針等が示された。 
研究Ⅱ．テレワーカーの身体活動向上改善オンライン型プログラムの開発 
関東圏 1 社で週 1 回以上在宅勤務する 30-59 歳のテレワークに従事している男女 8 人（男性 6 人、
51.5±5.7 歳）を対象とし、2024 年 3 月にテレワーカーの身体活動量増加と運動機能向上を図る単群
介入試験を実施した。介入内容は、オンライン教材を用いた講義・体操、slack を用いた支援、チーム
内でのピアサポート支援、職場の歩幅メジャーの設置、作業姿勢分析・作業環境改善であり、動画コ
ンテンツは、研究Ⅰのインタビュー結果に基づき、体力に応じて自宅や職場でできる運動メニューや
テレワーク時の生活習慣などを作成した。現在、結果の解析中である。 
研究Ⅲ．包括的・多要素の職業的ライフスタイル介入がテレワーカーにおける身体活動、筋骨格系健
康、職場環境に及ぼす影響：クラスターランダム化比較試験 
課題③-A および③-C の研究班と協力し、テレワークを導入している企業を対象としたクラスターラン
ダム化比較試験を計画し、開始した。2024 年 2 月に倫理委員会による承認を得て、2024 年 3 月より
組み入れを開始、2024 年度中に介入を終了し、結果を解析する予定である。 

 
Ａ．研究目的 

本研究では、安全衛生に配慮したテレワーク
を社会で推進することを目的に、3 つの課題を
設定している。 
課題①：テレワークの状況（頻度、作業環境、事
業者の安全衛生管理状況等）の把握 

 
課題②：テレワークの健康影響（身体活動量の低
下、筋力低下、関節の不調等）の解明 
課題③：安全衛生に配慮したテレワークの具体
的介入策の検討と好事例の収集 

本研究班では、課題③の身体活動促進に着目



した検討を進めており、2023 年度はテレワーカ
ーに特化した予備検討（研究ⅠおよびⅡ）を進め
るとともに、課題③-A（作業環境改善）および③
-C（体操・ストレッチ実施）の研究班と協力し、
テレワークを導入している企業を対象としたク
ラスターランダム化比較試験（研究Ⅲ）のプロト
コルを作成し、介入試験を開始した。 
研究Ⅰ．テレワーカーにおける身体活動の促進
要因：フォーカスグループインタビュー 
研究Ⅱ．テレワーカーの身体活動向上改善オン
ライン型プログラムの開発 
研究Ⅲ．包括的・多要素の職業的ライフスタイル
介入がテレワーカーにおける身体活動、筋骨格
系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスターラン
ダム化比較試験 

 
Ｂ．研究方法 
研究Ⅰ．テレワーカーにおける身体活動の促進
要因：フォーカスグループインタビュー 

関東圏2社で週1回以上在宅勤務する30-59歳
の労働者12人（男性9人、48.7±1.9歳）を対象と
し、2023年6月にフォーカスグループインタビュ
ーを実施した。テレワーク労働時の1）作業環境
及び身体活動の現状、2）身体活動の促進要因に
ついて聴取し、質的データ分析法を用い、1）は
社会生態学的モデル、2）はCOM-Bモデルに基づ
き分類した。本研究課題については、東都大学お
よび東京医科歯科大学研究倫理委員会の承認を
得た。 
研究Ⅱ．テレワーカーの身体活動向上改善オン
ライン型プログラムの開発 

関東圏内1社で週1回以上の在宅勤務を行って
いる30-59歳のテレワークに従事している従業
員8人（男6人、51.5±5.7歳）を対象とし、テレ
ワーカーの身体活動量増加と運動機能向上を図
る、1ヵ月間の単群介入試験を2024年3月に実施
した。介入内容はオンライン教材を用いた講義、
体操、slackによる支援（週1回の対象者自身が設
定した身体活動に関する目標達成調査とフィー

ドバック、研究者・支店長による定期メッセー
ジ）、チーム内での役割設定とピアサポート支援、
職場における歩幅メジャーの設置、作業姿勢の
分析とフィードバック・作業環境測定を行った。
動画コンテンツは、研究Ⅰのインタビュー結果
に基づき、体力に応じて自宅や職場でできる運
動メニューやテレワーク時の生活習慣などを作
成した。本研究課題については、東京医科歯科大
学研究倫理委員会の承認を得た。 
研究Ⅲ．包括的・多要素の職業的ライフスタイル
介入がテレワーカーにおける身体活動、筋骨格
系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスターラン
ダム化比較試験 

テレワークを導入している企業を対象とした
クラスターランダム化比較試験を計画し、開始
した。2024年2月に倫理委員会による承認を得て、
2024年3月より組み入れを開始、2024年度中に介
入を終了し、結果を解析する予定である。本研究
課題については、（公財）明治安田厚生事業団体
力医学研究所研究倫理委員会の承認を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
研究Ⅰ．テレワーカーにおける身体活動の促進
要因：フォーカスグループインタビュー 

分析の結果、1）作業環境及び身体活動の現状
は、歩数減少や座位時間延長、自宅等の不十分な
作業環境による姿勢や身体への負担、体重増加
や痛み等の身体の変化、コミュニケーション不
足、職場の方針の影響に大別された。2）身体活
動の促進要因として、個々の生活リズム、作業環
境やニーズに応じた運動の教育、専門職による
助言、運動に対するリマインドや同僚らとのコ
ミュニケーションを取り入れた実施等の機会、
動機付けとなる目標設定や達成状況、結果の可
視化、身近な上司からの称賛等が示された。以上
の結果から、テレワーク労働者における身体活
動の促進要因として、テレワーク時の個々の作
業環境、作業姿勢、生活リズム、同僚や上司との
コミュニケーション、職場の方針等が示された。



本研究成果は、2024年3月に開催された日本衛生
学会で発表した。現在、論文投稿準備中である。 
研究Ⅱ．テレワーカーの身体活動向上改善オン
ライン型プログラムの開発 

8人が研究に参加しプログラムを完遂した。現
在、データ解析中である。 
研究Ⅲ．包括的・多要素の職業的ライフスタイル
介入がテレワーカーにおける身体活動、筋骨格
系健康、職場環境に及ぼす影響：クラスターラン
ダム化比較試験 

プロトコルをUMIN-CTRに臨床試験登録し
た（UMIN000053861）。2024年度中に介入を終
了し、結果を解析する予定である。 

 
Ｄ．考察 

これまでの研究成果から、個人戦略、社会文化
的環境戦略、物理的環境戦略、組織戦略によって
構成される包括的・多要素の身体活動促進プロ
グラムの実施可能性および有効性が示唆されて
いる1,2)。しかしながら、テレワーク環境下では、
オフィスへの通勤が生じないことから、通勤に
伴う身体活動量の増加が見込めず、また、オフィ
ス内における物理的環境戦略が取れないことは
明白である。そのため、リモートワーカーに特化
した介入プログラムを開発する必要があった。 

2023年度に実施した研究Iでは、テレワーカー
の身体活動の促進要因が明らかとなり、これま
での研究で示唆されてきた介入プログラムの構
成要素の重要性が改めて示唆されると同時に、
作業環境や作業姿勢に関する発言もあり、課題
③-A（作業環境改善）の研究班と協力することの
合理的根拠も得られた。また、研究Ⅱでは、リモ
ートワーカーを対象とした動画コンテンツとし
て、体力に応じて自宅や職場でできる運動メニ
ューを作成した。課題③-C（体操・ストレッチ実
施）の研究班で準備されるコンテンツと合わせ
ることで、より多くのニーズに応えられる介入
要素を用意することができた。これらの研究成
果を踏まえ、研究Ⅲのプロトコルが作成され、ク

ラスターランダム化比較試験が開始されること
となった。 

今後は、開発された包括的・多要素の介入プロ
グラムの効果検証を進める。 
 
Ｅ．結論 

研究分担者らが2023年度に実施したフォーカ
スグループインタビューにより、テレワーカー
における身体活動の促進要因が明らかとなった。
また、テレワーカーの身体活動向上に向けたオ
ンライン型プログラムが開発された。今後は、包
括的・多要素の職業的ライフスタイル介入がテ
レワーカーにおける身体活動、筋骨格系健康、職
場環境に及ぼす影響を、クラスターランダム化
比較試験によって検証する。 
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